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（２）農家ニーズに応じた新たな肥料の生産・利用

法案の概要

１ 肥料の原料管理制度の導入

３ 肥料の表示基準の整備

２ 肥料の配合に関する規制の見直し

農林水産大臣は、成分量等の品質表示に加え、肥料の効果の発現時期（緩効性）等の肥料の品質や
効果に関する表示についても基準を定め、必要に応じて指示・公表・命令ができることとする。

① 普通肥料（化学肥料等）と特殊肥料（堆肥等）を配合した肥料や、肥料と土壌改良資材を配合し
た肥料を、届出で生産できる制度を新設する。

② 登録済みの肥料同士の配合に加え、一定の加工（造粒等）を行った肥料についても、届出で生産
できることとする。

① 農林水産大臣は、肥料に使える原料の範囲の規格を設定
② 肥料の生産業者及び輸入業者に、原料帳簿の備付けを義務付け
③ 肥料の原料の虚偽宣伝を禁止

肥料業者自身による原料

管理の義務付けや、届出

肥料の拡大に伴い、

法律の題名を「肥料取締

法」から「肥料の品質の

確保等に関する法律」に

改正。

（１）産業副産物資源の有効活用

（２）農家ニーズに応じた新たな肥料の生産・利用

背景及び趣旨

産業副産物の肥料利用の一層の拡大に向けて、農家がより安心して利用できるようにするためには、原料管理の強化や虚偽表示など
への対応が必要。

農家ニーズに対応するため、これまでできなかった堆肥と化学肥料の配合等、土づくりや労力・コストの低減につながる肥料配合
に関する規制の見直しや、効果の発現時期（緩効性）等、施肥の効率化につながる品質表示の充実が必要。

我が国の農地における地力低下や土壌の栄養バランスの悪化が懸念される中で、国内の低廉な資源であり、土づくりにも役立つ堆肥
や産業副産物由来肥料を安心して活用できるよう、肥料の品質確保を進めるとともに、農業者のニーズに柔軟に対応した肥料生産等が
進むよう、法制度を見直す必要。

【具体的課題】

〇法律改正の全体像
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即日施行
登録・仮登録取消し後の再登録の制限

１年を超えない範囲で定める日に施行
配合規制の見直し

・品質低下しない配合の組合せ
・指定混合肥料の加工方法

法律の題名の変更
２年を超えない範囲で定める日に施行

原料管理制度の導入
・原料規格
・帳簿の備付け
・虚偽宣伝の禁止

表示基準の設定
法律以下のレベルの見直し

公定規格の見直し
・規格統合・簡素化
・成分濃度の規格引下げ
・微量要素等の表示

表示の見直し
・包材表示の簡素化（原料等）
・包材表示の簡素化
（動物由来たん白質関連）
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〇改正法の施行スケジュール（予定）
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１．法律の題名の変更に係る事項 【令和２年12月頃施行】

２．配合に関する規制の見直しに係る事項 【令和２年12月頃施行】
（指定混合肥料、混合特殊肥料）

３．原料管理制度に係る事項 【令和３年12月頃施行】
（原料規格、原料帳簿の備付け、原料の虚偽宣伝）

４．表示基準の設定に係る事項 【令和３年12月頃施行】

５．その他法律改正に係る事項 【公布日～令和３年12月頃まで順次】

６．法律以下のレベルの見直しの事項
【令和２年４月頃～令和３年12月頃まで順次】

（表示事項、成分保証のルール、電子申請、公定規格）

〇改正に係る具体的な事項



１．法律の題名の変更に係る事項（題名、第１条）（令和２年12月施行予定）

【解説】
〇 肥料取締法の前身となる法律は、明治32年に制定され、「肥料に異物を混入することを禁止し、罰す
る」というシンプルな内容であり、「禁止行為を取り締まる」という点に主眼をおいた「取締法」との題
名となっていた。

〇 その後、法律は順次改正され、「肥料業者自身が品質管理を行う」仕組みが拡充されてきた結果、「取
締り」という規制手法が占める相対的な位置づけは、徐々に低下してきた。

〇 業界団体からも、植物の栄養源である肥料は、より取扱いに注意を要する覚せい剤、火薬、毒劇物のよ
うな製品とは異なるものとの思いから、「取締法」という題名の改正に対し、期待が寄せられていた。

〇 今回改正では、①国が事前審査を行う登録制の肥料の一部を、肥料業者自らが管理を行う届出制に移行
するとともに、②品質表示や帳簿管理といった肥料業者自身による品質管理の義務を更に拡大する。この
ため、法律の内容や肥料の性質に即した題名となるよう、「肥料取締法」を「肥料の品質の確保等に関す
る法律」に改正する。

〇 また、法律の目的規定において、肥料の規制手法として例示されていた「規格、登録、検査」について、
「表示、帳簿管理」といった規制も読み込めるよう、「肥料の生産等に関する規制」との包括的な表現に
改正する。

【改正の概要】
○ 法律の題名を「肥料取締法」から「肥料の品質の確保等に関する法律」に改める。
○ 法律の目的を「肥料の規格及び施用基準の公定、登録、検査等」により肥料の品質や公
正取引を確保するとの規定から、「肥料の生産等に関する規制」によりこれらを確保する
との規定に改める。（第１条）
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【解説】
〇 現行の指定配合肥料では、含有成分が安定していない堆肥などの特殊肥料と含有成分が安定している普
通肥料を配合することは原則認められておらず、農家はそれぞれを別々に散布する必要。

○ なお、「混合堆肥複合肥料」として堆肥と化学肥料を配合することを認めているが、「加熱乾燥する」
「堆肥の配合割合を５割以下とする」等の制約があるため、堆肥の活用が限定的であり、散布の労力の軽
減や土づくりの促進のためにも、堆肥等を自由に配合したいとの要望が寄せられた。

〇 今回改正では、登録・届出済みの肥料や農林水産省令で定める土壌改良資材（指定土壌改良資材）の配
合であれば、原則として自由な配合を認める。併せて、単に「配合」した肥料のほか、配合に伴い造粒等
の加工を行った肥料（現行の化成肥料）も、届出制での生産を認める。

〇 これにより、登録・届出済みの肥料を原料として二次的に生産する肥料の生産手続が簡素化されるとと
もに、配合の自由度が高まり、①普通肥料と特殊肥料を一度に散布できる、②成分の不安定な特殊肥料を
化学肥料で補った土づくり肥料が生産できる等、堆肥等を活用した土づくりが進むことが期待される。

〇 ただし、化学反応が起きやすい性状での酸性とアルカリ性の配合や、液状肥料の配合など、配合による
品質低下のおそれがある組合せについては、農林水産省令により一定の制限を設けることとしている。
しかし、今回、分析による保証（表示）も可能とする方向である中、一定期間経過後も品質低下が見ら

れない場合は、アルカリ肥料や液状肥料も含め、できる限り多くの肥料が配合可能とする方向で検討中。

【改正の概要】
以下の肥料を「指定混合肥料」と定義し、届出制での生産を可能とする。
① 登録済みの普通肥料を配合する肥料（現行の指定配合肥料）（第４条第２項第２号）
② 登録済みの普通肥料と届出済みの特殊肥料を配合する肥料（同項第３号）
③ 登録又は届出済みの肥料に土壌改良資材を混入する肥料（同項第４号）
④ ①～③の肥料に造粒等の加工を行う肥料（同項第２号～第４号）
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２． 配合に関する規制の見直しに係る事項（法律第４条）（令和２年12月施行予定）



２． 配合に関する規制の見直しに係る事項（関係規定の改正）
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【参考１】関係規定の改正（令和２年12月施行予定）
〇 指定混合肥料は届出制とし、肥料の名称等のほか、①普通肥料同士の配合、②普通肥料と特殊肥料の配
合、③肥料と土壌改良資材の配合のいずれに該当するかの別を届出事項とする。（第16条の２第１項）

〇 特殊肥料や土壌改良資材を配合した肥料は、成分値を厳密に一定とすることが困難であるため、保証票
において、保証成分量ではなく、目安としての含有成分量を記載する。（第17条第１項第３号）
また、成分量の保証を行わない代わりに、保証票において、配合した特殊肥料や土壌改良資材の種類及

び割合を記載する。（同条第１項第12号・13号）
〇 土壌改良資材は肥料成分を含まない「異物」に該当するため、指定混合肥料の生産において指定土壌改
良資材を混入する場合について、異物混入の禁止の例外として規定する。（第25条）

【参考２】関連制度について
〇 施用者委託配合（平成31年３月通知発出済み）

肥料業者が、農家からの依頼を受けて肥料（普通肥料又は特殊肥料）を配合し、配合後の肥料の全量を
当該農家に引き渡す場合には、農家の自家配合と同様のものとみなし、法律の対象外とする旨を通知済み。
ただし、複数の農家からの依頼を受けて、全く同じ配合割合の肥料を複数農家向けに生産する場合には、
自家配合とは言えず、指定混合肥料として法律の対象となる。

〇 混合特殊肥料（令和２年12月施行予定）
指定混合肥料においては、①普通肥料＋普通肥料、②普通肥料＋特殊肥料、③普通肥料＋土壌改良資材、

④特殊肥料＋土壌改良資材、⑤普通肥料＋特殊肥料＋土壌改良資材の組合せの配合が原則自由に認められ
る。一方、特殊肥料＋特殊肥料の組合せの配合については、指定混合肥料としてではなく、特殊肥料とし
て認める方針であり、今後、告示（特殊肥料を指定する件）の改正を予定。



指定配合肥料（届出制）

・普通肥料＋普通肥料
（登録肥料のみの単純配合であり、指定された
材料のみを使う場合に限る。）

・普通肥料＋普通肥料（指定配合肥料、指定化成肥料）

・普通肥料＋特殊肥料（特殊肥料入り指定混合肥料）

・普通肥料＋土壌改良資材

・特殊肥料＋土壌改良資材

（登録肥料又は届出肥料のみの配合であり、指定された材料のみ
を使う場合に限る。指定された材料を使用した造粒も可能。）

拡大

指定混合肥料（届出制）
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○ これまで生産できなかった、堆肥などの「特殊肥料」と化学肥料などの「普通肥料」や「普
通肥料又は特殊肥料」と「土壌改良資材」を配合した肥料（造粒等をしたものを含む）につ
いて、新たに届出での生産が可能になります。

○ 登録された肥料同士を配合する肥料について、指定配合肥料では「水」造粒を認めてい
たところに加え、登録された肥料同士を配合し「リン酸液」や「硫酸」などにより造粒する肥
料（現行の化成肥料）についても、「指定化成肥料」（新設）として届出により生産が可能と
なる予定です。

（詳細説明：２－１） 指定混合肥料の創設

＜これまで＞ ＜見直し後＞

土壌改良資材入り
指定混合肥料



農家A
（施用者）

農家B
（施用者）

農家C
（施用者）

肥料メーカー
（配合者）

まとめて一銘柄
として届出

地方農政局、都道府県等

※複数農家のために、
まとめて配合

○指定混合肥料（法律の対象）

届出銘柄肥料
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（参考） 指定混合肥料と施用者委託配合の違い

○ 肥料業者が、農家からの依頼を受けて肥料（普通肥料又は特殊肥料）を配合し、配合後の肥
料の全量を当該農家に引き渡す場合（施用者委託配合）には、農家の自家配合と同様のものと
みなし、法律の対象外としたところです（平成31年３月通知発出済み）。

○ 複数の農家からの依頼を受けて、全く同じ配合割合の肥料を複数農家向けに生産する場合
には、自家配合とは言えず、指定混合肥料として届出の対象となります。

農家A
（施用者）

肥料メーカー
（配合者）

配合
依頼書

農家B
（施用者）

農家C
（施用者）

配合
報告書

※１農家ごとに個別に配合

○施用者委託配合（法律の対象外）

肥料A 肥料B 肥料C

配合
依頼書

配合
報告書

配合
依頼書

配合
報告書



指定配合肥料（成分保証あり）

（現行の指定配合肥料）
普通肥料＋普通肥料 ※単純配合

指定化成肥料（成分保証あり）

（現行の化成肥料）
普通肥料＋普通肥料 ※造粒等の加工

をしたもの
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現行の指定配合肥料の表示

指定配合肥料
生産業者保証票

肥料の名称

保証成分量(%) 

原料の種類

材料の種類、名称及び使用量

正味重量

生産した年月

生産業者の氏名又は名称及び住所

生産した事業場の名称及び所在地

指定化成肥料
生産業者保証票

肥料の名称

保証成分量(%) 

原料の種類

材料の種類、名称及び使用量

正味重量

生産した年月

生産業者の氏名又は名称及び住所

生産した事業場の名称及び所在地

指定化成肥料の表示

○ 指定配合肥料の保証票の様式については、現行の様式を継続する予定としています。
○ 従来の設計値による保証に加え、分析した値による成分の保証値を表示することが可能になりま
す。

（詳細説明：２－２） 指定混合肥料の保証票の表示①

○ 指定化成肥料の保証票の様式については、上部に「指定化成肥料生産業者保証票」と記載し、
その他の表示事項は指定配合肥料と同じ内容とすることを予定しています。

○ 分析した値による成分の保証値を表示することになります。

設計又は分析
値による保証

分析値による
保証



特殊肥料入り指定混合肥料（成分保証なし）

普通肥料＋特殊肥料

土壌改良資材入り指定混合肥料（成分保証なし）

普通肥料＋土改材

特殊肥料＋土改材

普通肥料＋特殊肥料＋土改材
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特殊肥料入り指定混合肥料
の表示

特殊肥料入り指定混合肥料
生産業者保証票

肥料の名称

主成分の含有量(%) 

原料の種類
普通肥料（○割）：○○肥料
特殊肥料（○割）：堆肥

材料の種類、名称及び使用量

正味重量

生産した年月

生産業者の氏名又は名称及び住所

生産した事業場の名称及び所在地

土壌改良資材入り指定混合肥料
生産業者保証票

肥料の名称

主成分の含有量(%) 

原料の種類
普通肥料（○割）：○○肥料
特殊肥料（○割）：堆肥

(混入した物の名称及び混入割合)
指定土壌改良資材（○割）：ゼオライト
材料の種類、名称及び使用量

正味重量

生産した年月

生産業者の氏名又は名称及び住所

生産した事業場の名称及び所在地

土壌改良資材入り指定混合肥料
の表示

○ 特殊肥料入り指定混合肥料の保証票の様式については、保証成分量に代えて「主成分の含有
量」で表示するとともに、配合した普通肥料と特殊肥料の種類及び配合割合を表示する予定として
います。

○ 土壌改良資材入り指定混合肥料の保証票の様式については、「混入した物の名称及び混入割合」
として、「土壌改良資材の割合」を表示する予定としています。

（詳細説明：２－２） 指定混合肥料の保証票の表示②



（詳細説明：２－３） 混合特殊肥料の創設と表示
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○ 特殊肥料＋特殊肥料の組合せの配合については、指定混合肥料としてではなく、特殊肥料として
認める方針であり、今後、告示（特殊肥料を指定する件）の改正を予定しています。

○ 混合特殊肥料についても、堆肥や動物の排せつ物と同様に、品質表示基準を適用する方針であ
り、今後、政令や告示の改正を予定しています。

特殊肥料（届出制） 特殊肥料（届出制）

・特殊肥料
・特殊肥料＋特殊肥料【混合特殊肥料】拡大

・特殊肥料（単品のみ）

【特殊肥料の表示基準】
※堆肥・家畜ふん及び混合特殊肥料が対象

・肥料の種類及び名称
・届出先の都道府県
・表示者の名称及び住所
・正味重量
・生産年月
・原料、腐熟促進材、摂取防止材
・主成分の含有量（堆肥・家畜ふん及びこれらを配合する混合特殊肥料のみ）

１．特殊肥料の拡大

２．混合特殊肥料に対する品質表示基準



３． 原料管理制度に係る事項
（肥料の原料に係る規格の新設（第３条））（令和３年12月施行予定）

【解説】
〇 現行の公定規格では、普通肥料の種類ごとに、①主成分の最小量、②有害成分の最大量、③その他事項
の規格を定めている。

〇 これまでは、原料について規格を定めることとされておらず、肥料効果のない原料（窒素を含む生分解
性プラスチック、ガラス質のケイ酸等）や、安全性に問題のある原料（防腐剤や塗料が付着した建築廃材
等）が使用された登録申請があった場合は、ＦＡＭＩＣが個別に利用の可否を判断し、こうした原料が使
用されないよう肥料業者を指導。

〇 このため、肥料の公定規格において、新たに原料の規格を定め、肥料に使用できる産業副産物や廃棄物
をあらかじめリストアップする。これにより、肥料の安全性が高まることに加え、原料としての使用の可
否が、肥料業者や産業副産物の排出業者にとって分かりやすく明示され、産業副産物の利活用が進めやす
くなることも期待される。

〇 なお、原料規格は、多様な原料が使用され、主成分及び有害成分の規格のみでは品質の確保ができない
肥料（副産○○肥料、汚泥肥料等）に限定して定めることとしており、具体的な範囲は農林水産省令で定
めることとしている。鉱物等から化学合成される化学肥料（硫安、尿素、塩化加里等）は、原料の範囲が
広がる可能性がないため、原料規格を定めない。

【改正の概要】
農林水産大臣は、普通肥料のうち、
① 汚泥肥料以外の肥料については、「原料の範囲を限定しなければ品質の確保が困難な肥料として農林
水産省令で定めるもの」について、原料規格を定める。（第３条第１項第２号）

② 汚泥肥料については、全て原料規格を定める。（第３条第１項第３号）
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３． 原料管理制度に係る事項
（原料帳簿の備付け義務の新設（第27条））（令和３年12月施行予定）

【解説】
〇 現行法では、肥料の生産業者又は輸入業者に対し、肥料の生産量又は輸入量等の帳簿への記録が義務付
けられており、これらの帳簿書類は、立入検査における検査対象となっている。しかし、肥料の原料等に
ついては、帳簿への記録が義務付けられていないため、立入検査において、原料の事後確認を行うことが
困難な場合がある。

〇 一方、近年、肥料原料の虚偽表示により、有機農家等に経済被害が生じた事案が発生したこと受け、肥
料原料の虚偽表示に対する取締り強化の必要性が生じている。

〇 安全性が確保された原料の使用や原料の表示が適正に行われるためには、肥料業者自らが適切な原料管
理を行うとともに、行政機関が事後に原料を確認できるようにする必要があることから、今般、肥料の生
産業者又は輸入業者に対し、肥料の原料等の帳簿への記録を義務付ける。

〇 なお、具体的な記載事項及び対象業者の範囲については、農林水産省令で定めることとしている。

【改正の概要】
肥料の生産業者又は輸入業者は、肥料に使用した原料その他の事項について帳簿に記録するとともに、

当該帳簿を事業場に備え付け、２年間保存しなければならないこととする。（第27条第１項）

【参考】帳簿記載事項及び対象業者の範囲（見込み）
帳簿記載事項：原料の名称、使用量又は使用割合、仕入れ元
対象業者：多様な原料を使用する肥料（副産○○肥料、汚泥肥料、配合肥料、化成肥料、堆肥等）の生産業者又は輸入業者
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３． 原料管理制度に係る事項
（原料等に係る虚偽の宣伝の禁止（第26条））（令和３年12月施行予定）

【解説】
〇 現行法では、肥料の成分量や効果については、保証票における虚偽記載に加え、チラシやホームページ
における虚偽宣伝等についても禁止され、処罰対象とされているのに対し、肥料の原料や生産方法（材料
や生産工程）については、保証票における虚偽記載のみが処罰対象となっている。

〇 一方、近年、肥料原料の虚偽表示により、有機農家等に経済被害が生じた事案が発生したこと受け、肥
料原料の虚偽表示に対する取締り強化の必要性が生じている。

〇 肥料の原料等の詳細情報については、保証票に全て記載するには情報量が多く、別途、チラシやホーム
ページを用いて宣伝を行うことが一般的であることから、今般、これらの虚偽宣伝についても処罰対象と
する。また、これに合わせ、原料等について誤解を生じるおそれのある名称についても、処罰対象とする。

【改正の概要】
肥料の主成分若しくはその含有量、効果、原料又は生産の方法について、

① 虚偽の宣伝を禁止する。（第26条第１項）
② 誤解を生じるおそれのある名称を用いることを禁止する。（同条第２項）
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産業副産物 肥料

①原料の規格
の設定

利用できる原料の
範囲を明確化

②原料帳簿の
備付けを義務付

け

肥料業者による
原料管理の徹底

肥料事業者産業副産物
排出業者 農家

③原料の虚偽宣伝
の禁止

原料表示の適正化

有害成分の規格

製品中の
有害成分含有量

の
基準値を設定

国又は都道府県による立入検
査

製品収去・分析
表示の確認

品質管理状況の確認

【新制度】 【新制度】 【新制度】 【現行制度】【現行制度】

肥料の原料の規制 製品の規格

〇 今回の改正に伴い、産業副産物をはじめとする様々な再生資源の利用の重要性が増す中で、製
品規格に加え、原料に着目した原料管理制度として以下を導入し、肥料の安全性や表示の信頼性
を更に向上させます。

① 利用できる原料の範囲を明確化 【原料規格の設定】

② 肥料業者による原料管理の徹底 【原料帳簿の備付けを義務付け】

③ 原料表示の適正化 【原料の虚偽宣伝の禁止】

（詳細説明：３－１）
肥料の原料に係る規格、原料帳簿の備付け、原料等の虚偽宣伝の禁止①
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１．原料の規格

○ 副産肥料など、これまで個別に使用できる原料を審査し、判断していた肥料について、

新たに原料の規格が設定されます。これにより、使用できる原料が明確化されます。

（規格を定める対象：副産○○肥料、汚泥肥料など。P18参考参照。）

○ 発生工程も含めて原料の規格を設定します。

（調味料製造時におけるアミノ酸発酵反応から生じた発酵残液など）

○ 生産業者、輸入業者は、事業場ごとに肥料に使用した原料の名称、数量、 仕入

先などを帳簿に記録し、備え付け、2年間保存していただきます。

○ 原料帳簿を備付けなければならない対象業者は、多様な原料を使用する肥料の

生産業者や輸入業者とする予定です。（P18参考参照）

〇 「原料規格」の設定により、産業副産物由来で肥料に使用できるものが明確化されます。
○ 「原料帳簿」には、使用した原料の名称、数量、仕入れ先など、原料の受入れと使用の実態が把

握できる情報を記載していただきます。

３－１ 肥料の原料に係る規格の新設（令和３年12月施行予定）

２．原料帳簿の備付け

（詳細説明：３－１）
肥料の原料に係る規格、原料帳簿の備付け、原料等の虚偽宣伝の禁止②

検討案であり変更の可能性あり
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○ チラシやパンフレット、ホームページでの虚偽宣伝も禁止します。肥料の主成分の含有

量やその効果に加え、肥料の原料、生産の方法の虚偽の宣伝を禁止します。

○ 原料等について誤解を生じるおそれのある名称の使用も禁止します。

○ 「原料等の虚偽宣伝の禁止」については、肥料包装や容器のみならず、チラシやパンフレット、
ホームページに対しても適用されます。

３－１ 肥料の原料に係る規格の新設（令和３年12月施行予定）

３．原料等の虚偽宣伝の禁止

（詳細説明：３－１）
肥料の原料に係る規格、原料帳簿の備付け、原料等の虚偽宣伝の禁止③



肥料の分類 原料規格 原料帳簿
普通肥料 化学肥料

・単一の化合物であるもの：尿素、硫酸アンモニア等
・特定の化学的製法によるもの：
腐食酸アンモニア肥料、ホルムアルデヒド加工尿素等

原料規格なし
※省令で除外

原料帳簿不要
※省令で除外

有機質肥料
・原料が単一の動植物質のもの：
魚かす粉末、なたね油かす及びその粉末等

副産肥料
・多様な産業副産物を原料とするもの：
副産窒素肥料、副産りん酸肥料等

原料規格を定め
る
・原料の範囲を特
定しなければ、
品質や安全性を
確保することが
困難

原料帳簿義務を
新設
・品質等の確保のため、
原料規格を満たして
いるか確認が必要

又は
・公正な取引の確保の
ため、原料表示の確
認が必要

混合・配合肥料等
・多様な原料（副産肥料を含む）を配合するもの：
配合肥料、化成肥料、液状複合肥料等

汚泥肥料
・多様な工場等からの排水を処理した汚泥を原料とするも
の：下水汚泥肥料、工業汚泥肥料等

特殊肥料 堆肥
・原料が多様な有機質物であるもの

原料規格なし

原料帳簿不要
※省令で除外

米ぬか、魚かす等
・原料が単一で、農家の経験で識別可能なもの

18

（参考） 原料規格及び原料帳簿の対象範囲



４ 表示基準の設定に係る事項（第21条、第22条の２、第22条の３）
（令和３年12月施行予定）

【解説】
〇 現行法では、普通肥料については表示命令、特殊肥料については表示基準の仕組みとなっており、
・ 普通肥料については、全国一律の表示基準を定めることができず、また、命令形式であるため、「～
～を表示する場合には～～の基準に従う」といった任意表示の基準を定めることができない点

・ 特殊肥料については、施用上の注意に関する表示基準を定めることができず、また、表示基準に違反
しても行政処分や罰則の対象とならない点

が、それぞれ課題となっている。
〇 このため、普通肥料・特殊肥料のいずれについても、その品質や施用上の注意に関する事項について、
農林水産大臣が全国一律の表示基準を定める仕組みとする。
また、基準に従わない者は、農林水産大臣の指示及び公表の対象とするとともに、特に重要な表示基準

として農林水産大臣が告示するものについては、更に農林水産大臣の命令の対象とし、命令に従わない場
合には、行政処分（登録取消・譲渡禁止）及び罰則（30万円以下の罰金）の対象とする。

【改正の概要】
① 普通肥料について、農林水産大臣又は都道府県知事が、それぞれその登録した肥料の生産業者に対し
表示命令を行う仕組みを、農林水産大臣が全国一律の表示基準を定める仕組みに改める。（第21条）

② 特殊肥料について、農林水産大臣が、品質に関する表示基準に加え、施用上の注意に関する表示基準
を定めることができることとする。（第22条の２第１項）

③ 普通肥料・特殊肥料の表示基準に違反した者に対し、農林水産大臣が指示及び公表を行うことができ
ることとする。また、特に重要な表示基準については、指示に従わない者に対し、農林水産大臣が命令
を行うことができることとする。（第22条の３）

④ 命令に従わない者は、行政処分（第31条第１項・第２項）及び罰則（第39条）の対象とする。

【参考】新たな表示基準として定める予定の内容
① 現行で普通肥料の表示命令として定められている内容は、全て普通肥料の表示基準として設定
② 被覆肥料の緩効性に関する表示基準
③ 堆肥中のクロピラリドの濃度や施用上の注意に関する表示基準 等

19



（詳細説明：４－１） 表示基準の設定に係る事項

＜これまで＞

普通肥料‥施用上の注意に関する表示命令

【例】

特殊肥料‥品質表示基準

【例】

20 

〇 普通肥料、特殊肥料の表示基準を一本化し、いずれについても、①施用上の注意や②品質に
関する事項について、農林水産大臣が全国一律の基準を定める予定です。

〇 表示基準違反についても、行政処分や罰則の対象となります。

・堆肥
・動物の排せつ物

の表示基準

＜見直し後＞

普通肥料・特殊肥料の表示基準

〇 施用上の注意に関する表示基準

〇 品質に関する表示基準

・石灰窒素に関する表示
・たばこくず肥料に関する表示
・硝酸化成抑制材が入った尿素、液状複合肥料、家庭
園芸用複合肥料に関する表示

・チオ硫酸アンモニウムが入った液状窒素肥料、液状
複合肥料に関する表示

・動物由来たん白質が入った肥料に関する表示

・特殊肥料の品質に関する表示基準
・被覆肥料の緩効性に関する表示基準
・堆肥中のクロピラリドの濃度や施用上の注意に関
する表示基準 等

肥料取締法に基づく表示

肥料の名称
肥料の種類
届出をした都道府県
・・・・・・
・・・・・・
・・・・・・

赤字：新たに設定する表示基準



５． その他法律改正に係る事項①

【解説】
現行法では、普通肥料において保証すべき主成分の範囲は、肥料の「種別」ごとに政令に定めることとさ

れていたが、「種別」という分類概念は肥料の流通・使用の実態上において使われておらず、また、主成分
の範囲は公定規格に定めれば十分であることから、政令指定を廃止するもの。

【改正の概要】
肥料の種別及び主成分を政令指定する仕組みを廃止する。（第２条第３項）

【改正の概要】
登録申請において植害試験の成績を提出しなければならない肥料の範囲（第６条第１項）、登録審査にお

いて植害があると認められた場合に登録を拒否できる肥料の範囲（第７条第１項）は、いずれも農林水産省
令で定めることとする。

（１）肥料の種別の廃止（令和３年12月施行予定）

（２）植害試験を義務付ける肥料の範囲の省令委任（令和３年12月施行予定）

【解説】
現行法では、汚泥肥料については全て植害試験が義務付けられていたが、特定の食品工業汚泥のみを原料

とするものなど、汚泥肥料であっても植害試験の対象とする必要がないものもあることから、植害試験を義
務付ける肥料の範囲を法律で定めずに、全て農林水産省令に委任するもの。

【解説】
肥料生産をより機動的に行うことが可能となるよう、届出から生産開始までの期間を短縮するもの。なお、

事前届出期間（１週間）は、立入検査計画の作成など、事後の取締りを行うための準備期間である。

【改正の概要】
届出期日を、肥料生産の２週間前から、１週間前に改める。（第16条の２第１項、第22条第１項）

（３）指定混合肥料及び特殊肥料の届出期日の変更（令和２年12月施行予定）
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５． その他法律改正に係る事項②

【解説】
現行法では、生産業者・輸入業者保証票には、荷口番号（ロット番号）及び出荷年月の記載が認められて

いるが、販売業者保証票には認められていない。将来的に、荷口番号に紐づけた包材のウェブ表示を可能と
するため、販売業者保証票においても荷口番号等の記載を認めるもの。

【改正の概要】
販売業者保証票において、荷口番号及び出荷年月の記載を認める。（第20条）

【改正の概要】
特殊肥料の届出事項に「肥料の種類」を追加する。（第22条第１項）

（４）販売業者保証票における荷口番号等の記載（令和２年12月施行予定）

（５）特殊肥料の届出事項の追加（令和２年12月施行予定）

【解説】
特殊肥料の種類（米ぬか、堆肥、家畜ふん尿、草木灰など）に応じた行政指導等をより効率的に行うこと

が可能となるよう、特殊肥料の種類を届出事項に追加するもの。

【解説】
①農林水産大臣・都道府県知事のいずれの登録も受けていない無登録肥料の行政処分の取扱いや、②登録

取消し後に名称を変更した肥料の再登録の取扱いについて、解釈が不明瞭であったため、明文化するもの。

【改正の概要】
① 農林水産大臣は、都道府県知事が行政処分を行うことができる場合を除き、法令違反に係る全ての肥
料（無登録肥料を含む）について行政処分を行うことができることとする。（第31条第１項）

② 登録又は仮登録を取り消された肥料について、名称の変更を行っても、取消しから１年間は再度の登
録又は仮登録ができないこととする。（第８条第１項、第32条）

（６）行政処分の対象の明確化（令和元年12月４日（公布日）施行）
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登録番号 【略】
肥料の種類 肉骨粉
肥料の名称 肉骨粉１２３
保証成分量（％） 窒素全量５.０

りん酸全量５.０
原料の種類
（農林水産大臣の確認を受けた工程において製造された原料）

肉骨粉
備考：肉骨粉は、牛の脊柱等が混合しないものとして農林水産
大以上臣の確認を受けた工程において製造されたものである。

正味重量 ２０ｋｇ
生産した年月 平成２７年２月
生産業者の氏名又は名称及び住所 ○○○○○○○○
生産した事業場の名称及び所在地 ○○○○○○○○

登録番号 【略】
肥料の種類 肉骨粉
肥料の名称 肉骨粉１２３
保証成分量（％） 窒素全量５.０

りん酸全量５.０

正味重量 ２０ｋｇ
生産した年月 平成２７年２月
生産業者の氏名又は名称及び住所 ○○○○○○○○
生産した事業場の名称及び所在地 ○○○○○○○○

【届出肥料に使用不可・農家等への譲渡不可】※欄外に印字

○ 動物性たん白質に関する表示について、以下の方向での見直しを考えております。
① 表示の簡素化の観点から、大臣確認に係る表示を不要
② これに伴い、畜種の表示は、保証票から施用上の注意内へ移行
③ 摂取防止措置又は原料加工措置がされていないため、指定配合肥料に使えず、農家に販売でき

ない肥料については、その旨を保証票の欄外に表示
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この肥料には、牛等由来たん白質（牛又は豚に由来するもの）
が入っていますから、家畜等の口に入らないところで保管・使
用し、家畜等に与えたり、牧草地等に施用したりしないで下さ
い。

この肥料には、牛由来たん白質が入っていますから、家畜等の
口に入らないところで保管・使用し、家畜等に与えたり、牧草
地等に施用したりしないで下さい。

保

証

票

施
用
上
の
注
意

＜これまで＞ ＜見直し後＞

６． 法律以下のレベルでの制度の見直し（動物性たん白質に関する表示）①
（令和２年４月施行予定）

検討案であり変更の可能性あり



この肥料には、牛等由来たん白質（牛又は豚に由来するも
の）が入っていますから、家畜等の口に入らないところで
保管・使用し、家畜等に与えたり、牧草地等に施用したり
しないで下さい。

○ 動物性たん白質に関する表示について、以下の方向での見直しを考えております。
① めん山羊の利用解禁を踏まえ、「牛由来」との表示を「牛等由来」に改正。

② 畜種を変更しても表示を変えずに済むルールにします。

・原料となる畜種を問わない表示（畜種表示なし）

この肥料には、牛等由来たん白質が入っていますから、家
畜等の口に入らないところで保管・使用し、家畜等に与え
たり、牧草地等に施用したりしないで下さい。
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この肥料には、動物由来たん白質が入っていますから、家畜
等の口に入らないところで保管・使用して下さい。

この肥料には、牛由来たん白質が入っていますから、家畜等
の口に入らないところで保管・使用し、家畜等に与えたり、
牧草地等に施用したりしないで下さい。

この肥料には、動物由来たん白質が入っていますから、家畜
等の口に入らないところで保管・使用して下さい。

・牛由来の原料を使用する際の表示

・反芻動物以外のみを使用する際の表示（畜種表示なし）

この肥料には、動物由来たん白質（豚に由来するもの）が
入っていますから、家畜等の口に入らないところで保管・使
用して下さい。

＜これまで＞ ＜見直し後＞

６． 法律以下のレベルでの制度の見直し（動物性たん白質に関する表示）②
（令和２年４月施行予定） 検討案であり変更の可能性あり

・原料となる畜種を問わない表示（畜種表示あり）

・牛以外の動物由来の原料のみを使用する際の表示

または

畜種を問わない
表示を導入

または

従来の表示
を維持

・反芻動物以外のみを使用する際の表示（畜種表示あり）

※反芻動物以外（豚等）のみを使う場合も表示可

※反芻動物以外（豚等）のみを使う場合も表示可



６． 法律以下のレベルでの制度の見直し（保証票における原料表示ルール）

保証票における原料表示ルールの見直し（令和２年12月施行予定）

○ 保証票の大きさの規制（10センチ×７センチ以上）を廃止し、記載する文字の
大きさ（８ポイント以上）の規制とすることで、保証票の大きさの制限を緩和し
ます。

○ ２次配合肥料の原料に含まれる効果発現促進材や一部の硝酸化成抑制材につい
て、材料の種類や量の表示を任意にするなど、材料表示を緩和します。

○ 肥料の原料表示について、一定の条件下において、原料順位の入れ替えや省略
できるようにします。また、有機質肥料の統合表示名称を大くくり化します。

○ ウェブを活用することで、原料表示などの一部表示の省略できるようにします。
また、包材上の二次元バーコード等を通じて、農業者等からニーズのある情報に
ついては、ウェブ上に詳細な情報を掲載できる仕組みを作っていきます。
（令和３年４月運用開始予定）
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検討案であり変更の可能性あり



６．法律以下のレベルでの制度の見直し
（成分保証ルールの見直し、事務手続の電子化）

【改正の概要】
○ 立入検査時の保証値の確認における許容差を緩和します。

成分保証ルールの見直し（令和２年４月運用開始予定）
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検討案であり変更の可能性あり

【改正の概要】
○ 肥料の主成分、有害成分等の分析方法について、従来の「肥料分析法」から、

FAMICが定める「肥料等試験法」に改めます。

肥料の分析法の見直し（令和２年４月施行予定）



６．法律以下のレベルでの制度の見直し
（成分保証ルールの見直し、事務手続の電子化）
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【改正の概要】
○ 肥料登録システムの「業者向けポータルサイト」にて事業者自らがオンライ
ン上で届出肥料や登録事項の変更等を可能とする電子申請について、より多く
の事業者を対象とした本格運用を開始します。

○ 電子申請の機能として多くの要望があった一括申請や入力の簡素化など、利
用者の利便性向上を目指したシステムを提供します。

事務手続の電子化（令和２年度中運用開始予定）

検討案であり変更の可能性あり

電子申請をご希望の方へは、ログインに必要な「ID」と「パスワード」を
発行します。
詳しくは、消費・安全局農産安全管理課の肥料担当職員までお問い合わせ
ください。



６． 法律以下のレベルでの制度の見直し
（めん山羊の肥料利用の解禁、指定配合肥料に利用できる原材料の拡大）

【解説】
〇 指定配合肥料に使用しても肥料の品質低下を起こさないことが確認された原材料について、使用を解
禁する。

【改正の概要】
① 酸性又は中性肥料と配合できるアルカリ性肥料（石灰質肥料）として、現行の粒状の炭酸カルシウム
肥料に加え、粒状の貝化石肥料、粒状の副産石灰肥料（貝殻由来のものに限る。）を追加する。

② 指定配合肥料の原料となる肥料に使用できる硝酸化成抑制材として、現行のジシアンジアミドに加え、
ASU(1-ｱﾐｼﾞﾉ-2-ﾁｵ尿素)、DCS（N-2，5－ジクロルフェニルスクナシナミド酸）、ST(2－スルファニルアミ
ドチアゾール）を追加する。

（１）めん山羊の肥料利用の解禁及び動物由来たん白質に関する表示ルールの見直し（令和２年４月施行予定）

【改正の概要】
① めん山羊由来肥料について、牛由来肥料と同様の大臣確認（原料確認）及び管理措置（原料加工措置
又は摂取防止措置）を義務付けた上で、解禁する。

② 保証票における大臣確認済み原料の表示を不要とする。
③ 管理措置（原料加工措置又は摂取防止措置）実施前の肥料に「届出肥料に使用不可・農家等への譲渡
不可」の表示を義務付ける。

【解説】
〇 めん山羊由来肥料について、食品安全委員会における健康影響評価を終えたため、利用を解禁する。
〇 これに併せ、動物由来たん白質に関する表示ルールの簡素化・合理化を行うもの。

（２）指定配合肥料に利用できる原材料の拡大（令和２年４月施行予定）
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検討案であり変更の可能性あり



６．法律以下のレベルでの制度の見直し（公定規格の簡素化）

公定規格の見直し（令和３年12月施行予定）
【改正の概要】
① 原料規格の設定に併せ、
・ 副産窒素肥料、副産りん酸肥料などの副産系肥料（11種類）を、
「副産肥料」に統合する。
・ 種類ごとに異なっていた副産系肥料の主成分規格を一律に引き下げる。

② 配合肥料、化成肥料などの二次肥料（肥料を原料として生産する肥料）の主
成分規格を引き下げる。
③ 微量要素の保証又は表示をより柔軟に認める。

【解説】
〇 公定規格において主成分（有効成分）の最小濃度の規格を定めているが、濃度が規格を下回るために
利用できない産業副産物が多く存在する。また、肥料の種類ごとに規格が細分化しているため、ある肥
料で既に利用されている原料が、別種類の肥料では利用できないなど、新規原料が迅速に利用できない
という課題がある。

〇 また、土壌分析結果に基づくきめ細かな施肥の取組が増加しているが、成分濃度が細かく規格化され
ており、自由な成分の組合せや濃度の肥料が作れない。また、実際には微量要素が含まれているのに表
示を認められない場合も存在する。

〇 これらの課題を解決するため、細分化した規格を統合・簡素化し、成分濃度の規格を引き下げるとと
もに、様々な微量要素等の組合せやその表示が可能となるよう、公定規格を改正する。
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検討案であり変更の可能性あり
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